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第１２次労働災害防止計画に関する状況（平成29年１月～12月の速報値の比較）

○ 平成29年までに、労働災害による死亡者数を15%以上減少させる（平成24年比）
○ 平成29年までに、労働災害による死傷者数（休業４日以上）を15%以上減少させる（平成24年比）

【目標】
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死亡災害
• 平成24年よりも12.3%減少
• 製造業は同17.0%減少
• 建設業は同16.0%減少
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休業４日以上の死傷災害
• 平成24年より0.3％増加
• 陸上貨物運送事業は同5.9％増加、小売業は同5.6％増加
• 社会福祉施設は同33.8％増加、飲食店は同8.1％増加
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前年同期比＋43人(+4.9％)

死亡災害 休業４日以上の死傷災害

917人874人
114,842人112,087人

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

前年同期比＋2,755人(+2.5％)
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労働災害発生状況（平成29年１月～12月の速報値）

爆発・火災
4人⇒7人

爆発・火災
66人⇒49人
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死亡災害：15％以上減少 死傷災害：５％以上減少

※2017年と比較した2022年までの目標

・ 建設業、製造業及び林業 ： 死亡災害を15％以上減少

・ 陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設及び飲食店 ：
死傷災害を死傷年千人率で５％以上減少

※2017年と比較した2022年までの目標

業種別の目標

計画の目標①

全体の目標
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○化学物質による健康障害防止対策
国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策

・ ラベル表示やSDS交付の在り方について検討
・ 国による支援の充実など必要な環境整備を推進
・ 危険性又は有害性等が判明していない化学物質が安易に用いられないよう
にするため、必要な対策を講じることを指導・啓発

リスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善

・ 化学物質のリスクアセスメント結果に基づく作業改善の支援策の充実
・ 最新の科学的知見に基づくラベル表示・通知義務対象物質の見直し
・ 作業環境測定に個人サンプラーによる測定方法を追加
・ 作業環境測定の結果等と特殊健康診断の結果を結びつける等、総合的な健
康確保対策が講じられる方策を検討

化学物質の有害情報の的確な把握

・ 国内外における知見を迅速かつ的確に収集し、規制の見直しに活用すると
ともに、収集した有害性等の情報を広く事業者等に提供

⑤ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

第13次労働災害防止計画重点事項の具体的取組
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有害性情報等に基づく化学物質の有害性評価と対応の加速

・ 化学物質のリスク評価等について、諸外国における規制の動向等に係る情
報の収集等について検討し、更なる効率化、迅速化を図る

遅発性の健康障害の把握

・ 近年発生した胆管がん事案等、遅発性の健康障害の事案の的確な把握方策
等を検討

化学物質を取り扱う労働者への安全衛生教育の充実

・ 化学物質の有害性等の理解の促進のため、雇入れ時教育等の安全衛生教育
の充実を検討

○石綿による健康障害防止対策
解体等作業における石綿ばく露防止

・ 石綿に関する届出対象の拡大等により、事業者による把握漏れ防止を徹底
することに加え、石綿使用の有無の調査を行う者の専門性の確保等の方策に
ついて検討

・ 石綿ばく露防止措置を講じない施工者への対策を強化。解体工事等の発注
者に求められる石綿ばく露防止対策への対応について検討 等

労働者の石綿等の化学物質の取扱履歴等の記録の保存

・ 事業廃止時も含め、個々の労働者のばく露の状況等の保存を推進 6



次のスライドで、2015年の優良事例
エア・ウォーター(株) ケミカルカンパニー
鹿島工場様の応募作品をご紹介します
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